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◆ 令和5年度 6次産業化総合調査結果 

農林水産省は 3 月 31 日、5 年度の 6 次産業化総合調査結果を公表。農業生産関

連事業の年間総販売(売上)金額は、2 兆 2,083 億円で前年度比 1.5%増となり、前

年度より伸び幅は縮小したが 3 年連続の増加で過去最高を更新。業態別では、農

産物直売所は 1兆 1,264 億円で同 3.5％増加、農産加工は 9,998 億円で同 1.3％減

少し、両部門が総販売額に占める割合は 96.3％であった。また、その他業態の販

売額は小さいものの、農家レストランは 394 億円(前年度比 11.9％増)、観光農園

は 373 億円(同 3.6％増)、農家民宿は 54 億円(同 17.2％増)と、いずれも増加した。 

◆ 改正山村振興法が成立 

国土の保全等の重要な役割を担う山村における経済力の培養と住民福祉の向上

等を目的とした山村振興法が 3 月末で期限を迎えるに当たり、法期限の延長等を

行う改正法案が 3 月 31 日、参議院本会議で可決、成立。法期限を 10 年間延長す

るとともに、法律の目的への山村の持続的な発展や産業の成長発展等の文言の追

加、山村振興の目標への住民の日常的な移動のための交通手段の確保等を追加し、

現状の課題に合わせた内容とした。施行日は 4月 1日。 

◆ 政府備蓄米の入札結果（第 2回・第 3 回） 

農林水産省は、政府備蓄米の買戻し条件付売渡しについて、第 2 回目の入札結

果を 4月１日に、第 3回目の入札結果を 4月 30 日に公表。結果は下表のとおり。 

 第 1 回 第 2 回 第 3 回 合計 

入札実施日 3月10～12日 3月26～28日 4月23～25日 － 

入札参加者 7 事業者 4 事業者 6 事業者 10 事業者 

販売提示数量 150,579ｔ 70,336ｔ 100,191ｔ － 

落札数量 

(落札率) 

141,796ｔ 

（94.2％） 

70,336ｔ 

（100％） 

100,164ｔ 

（99.97％） 
312,296ｔ 

落札価格(税抜) 21,217 円 20,722 円 20,302 円 20,812 円 

◆ 令和7年 2月有効求人倍率 

厚生労働省が 4 月 1 日発表した 2 月の全国の有効求人倍率は、1.24 倍で、先月

より 0.02 ポイント低下し、6 ヵ月ぶりに低下した。また、岐阜労働局が同日発表

した 2 月の県内の有効求人倍率は、前月から 0.06 ポイント低下の 1.45 倍で 2 ヶ

月連続で低下した。1.5 倍台を下回るのは 2021 年 9 月以来で、有効求人数が 3 ヶ

月連続で減少した上に、有効求職者数も減少に転じた。なお、県内の雇用情勢は、

「求人が求職を上回って推移しているものの、改善の動きにやや弱さが見られる。

引き続き、物価上昇等が雇用に与える影響に注意する必要がある」とし、表現を

据え置いた。 
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◆ 令和6年度地域おこし協力隊の活動状況等 

総務省は4月4日、6年度の地域おこし協力隊の活動状況等をとりまとめて公表。

6年度の隊員数は 7,910 名で前年度から 710 名増え、過去最多。受入自治体数も前

年度から 12 自治体増加して 1,176 自治体となった。なお、直近 5 年間（平成 31

年度から令和 5 年度）に任期終了した隊員は 8,034 名で、そのうち、約 69％が同

じ地域に定住し、約 56％が活動地と同一市町村に定住。また、同一市町村に定住

した隊員のうち、427 名が農業に、16 名が畜産業に就農（準備中・研修中含む）。

本県内の隊員数は 54名で前年度から 9名増加、受入自治体数は 16市町村(山県市、

本巣市、大垣市、関ケ原町、関市、美濃市、中津川市、恵那市、七宗町、八百津

町、白川町、東白川村、下呂市、高山市、飛騨市、白川村)で前年度から 3市増加

し 1町減少した。 

◆ 令和7年 2月分家計調査報告 

総務省は 4月 4日、2月分の家計調査報告を公表。2人以上世帯の 1世帯当たり

の消費支出額は、前年同月比 0.5％減の 290,511 円で 3カ月ぶりに減少したが、昨

年 2月がうるう年であったことを考慮するとプラスになる。光熱・水道費や交通・

通信費は増加したが、食料、被服等が減少した。このうち、食料支出額は同 4.5％

減の 84,388 円で 5ヵ月連続の減少。価格上昇の影響により野菜や果実、肉類など

の買い控えが続いている。 

◆ 食料・農業・農村基本計画を閣議決定 

政府は 4月 11 日、改正基本法に基づき、今後 5年間の農業施策の方向性を定め

る、新たな「食料・農業・農村基本計画」を閣議決定した。計画の実効性を高め

るため、計画期間を 5 年間に短縮し、食料自給率以外の目標を新たに加え、進捗

管理を行う指標（ＫＰＩ）を設けて、毎年、達成状況の検証を行う。目標項目の

うち、サスティナブルな農業構造では、49 歳以下の担い手数の現状 4.8 万人維持

を目標とし、担い手への農地集積(KPI)は 6 割から 7割に高める。農地の確保では、

農地面積 412 万 ha（6 年:427 万 ha）を目標としている。 

◆ 食料供給困難事態対策法の基本方針を閣議決定 

政府は 4月 11 日、食料危機に備える「食料供給困難事態対策法」の運用を定め

る基本方針を閣議決定した。基本方針では、米、小麦、大豆等の特定食料が 2 割

以上減るか、減る恐れがある場合などを「食料供給困難兆候」とし、政府は農業

者や輸入業者等に供給確保を要請。価格の高騰、事業者等の買い占め、購買行動

の混乱等により国民生活・経済の円滑な運営に支障が生じた場合に、「困難事態」

に移行し、供給計画の作成、届け出を指示する。国内で自給可能な米については、

不測時に、政府備蓄米を放出し、次に民間在庫で対応、さらに不足の場合はミニ

マム・アクセス米（ＭＡ米）を活用する。小麦、大豆等の米以外の品目について

は、平時から国内生産の増大、安定的な輸入の確保を図るとともに備蓄を推進す

る。 

◆ 「酪農及び肉用牛生産の近代化を図るための基本方針」、「家畜改良増殖目
標」等の決定 

農林水産省は、4 月 11 日、おおむね 5 年毎に見直す標記基本方針等を決定し、

公表。新たな基本方針では、これまで 10 年先としていた目標設定を 5年先の 2030
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年度とし、生乳の生産数量目標は、需要拡大の取組効果を見込み、23 年度実績と

同様に 732 万 t とし、肉牛（部分肉換算）の生産数量目標は、国内での国産肉牛

の消費拡大定着と輸出環境整備の推進等による輸出拡大を前提に、現状より 1 万

ｔ増の 36 万ｔとした。また、「家畜改良目標」については、これまでの生産性を

高める改良に加え、乳用牛では、長命連産性の向上のための疾病抵抗性の評価の

開始、暑熱耐性などの飼養環境に適した改良の推進を、肉用牛では、脂肪交雑だ

けでなく、食味、飼料利用性、繁殖性等の新たな改良形質に着目した改良の推進

や短期肥育・早期出荷の普及を、豚では、繁殖・産内能力を発揮するための強健

性の改良の推進等を盛り込んだ。なお、新たな「鶏の改良増殖目標」、「家畜排

せつ物の利用の促進を図るための基本方針」、「養豚農業の振興に関する基本方

針」についても決定し、公表した。 

◆ 財政制度等審議会「財政制度分科会」の提言 

財務省は 4 月 15 日、標記分科会を開催し「活力ある経済社会の実現 安心で豊

かな地域社会の確立」を議論、米・水田政策についての考え方をまとめた。この

中で、ＭＡ米 77 万トン程度のうち最大 10 万トンを主食用として輸入しているＳ

ＢＳ枠について、入札の前倒しやＳＢＳ枠の拡大を提言。また、飼料用米につい

ては、巨額の財政負担が生じている反面、畜産農家へ直接供給されている量が少

ない（7％程度）実態から、支援の是非を見直すことを提言。さらに、政府備蓄米

の一部は、必要経費を支援しつつ民間在庫と合わせた保管に移行し、弾力的に活

用する仕組みを検討すべきとした。 

◆ 熱中症対策の義務化 

厚生労働省は 4月 15 日、労働安全衛生規則を改正し、職場における熱中症対策

を義務化した。農業法人を含め労働者を雇用する企業は、熱中症を生じるおそれ

のある作業（暑熱な場所で連続しての作業）を行うときには、熱中症の疑いや自

覚症状がある人がいた場合に、報告する体制を整備し、従業員に対しその旨を周

知するとともに、症状の悪化を防止する措置の内容や実施手順をあらかじめ定め

る必要がある。事業者が対策を怠った場合は、拘禁刑や罰金を科せられる可能性

がある。なお、施行日は 6月 1日。 

◆ 令和6年産かき、くりの結果樹面積、収穫量及び出荷量 

農林水産省は 4 月 15 日、6 年産のかき、くりの結果樹面積等を公表。かきは、

全国の結果樹面積は 17,200ha（前年産比 98％）、収穫量は 167,300t（同 90％）、

出荷量は 145,400t（同 91％）。なお、本県の結果樹面積は 1,200ha（同 100％）、

収穫量は 12,400t（同 102％）、出荷量は 10,600t（同 98％）であり、出荷量は全

国の約 7％を占め、和歌山県、奈良県、福岡県に次いで第 4位。くりは、全国の結

果樹面積は 15,200ha（同 96％）、収穫量は 14,000t（同 93％）、出荷量は 11,400t

（同 93％）。なお、本県の結果樹面積は 427ha（同 100％）、収穫量は 658t（同

85％）、出荷量は 574t（同 85％）であり、出荷量は全国の 5％を占め、茨城県、

熊本県、愛媛県に次いで第 4位。 

◆ 農林水産省地球温暖化対策計画の改定 

農林水産省は 4 月 15 日、政府の「地球温暖化対策計画」が 2013 年度の温室効

果ガスを 2035 年度に 60％、2040 年度に 73％削減する計画に改定されたこと等に
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伴い、標記計画を改定した。新たな計画では、施設園芸、農地土壌等の各分野に

おいて 2040 年度までの目標を設定するとともに、畜産分野での削減目標の新設（改

善飼料の給与、家畜排せつ物管理方法の変更、メタン発生抑制の飼料添加物の給

与等による）等が行われた。 

◆ 令和6年度分貿易統計（速報）  

財務省は 4月 17 日、6年度分の貿易統計を公表。輸出額は、半導体等製造装置、

半導体等電子部品等の増加により前年度比5.9％増の108兆 9,346億円で4年連続

の増加。また、輸入額は、電子機類、通信機等の増加により同 4.7％増の 114 兆

1,563 億円で 2年ぶりの増加。この結果、貿易収支は 5兆 2,217 億円のマイナスと

なり、4 年連続の赤字となったが、歴史的な円高により赤字幅は 15％縮小。この

内、食料品の輸出額は、1兆 2,315 億円で前年度比 9.4％増。中国への輸出額は同

26.1％減と前年同様に減少したが、他国・地域への輸出が伸び 2 年ぶりに増加。

輸入額も、7.2％増の 10 兆 398 億円で、2年ぶりの増加。 

◆ 令和6年度大豆生産の収穫量 

 農林水産省が 4 月 18 日、6 年産大豆（乾燥子実）の収穫量を公表。全国の収穫

量は 252,400ｔ（前年産比 97％）。全国の作付面積は、153,900ha（同 99％）で、

10a 当たり収量は 164kg（同 97％）。なお、本県の収穫量は 2,040ｔ(同 53％)、作

付面積は 3,050ha（同 97％）で、10a 当たり収量は 67kg（同 55％）と大幅に減少

した。 

◆ 令和7年3月分消費者物価指数 

総務省が4月18日公表した3月の消費者物価指数（2020年＝100、生鮮食品を除く）

は、前年同月比3.2％上昇の110.2で43ヶ月連続前年を上回った。伸び率は4ヵ月連

続で3％台となり高水準が継続。政府助成により、電気・ガス代の上昇は鈍化した

が、生鮮食品を除く食料高（前年同月比6.2％）が継続している。このうち米穀（同

92.1％）は先月の過去最大の上昇率を更新。 

※消費者物価指数は、世帯が購入する商品・サービスの価格変動を示す指標。なお、「生鮮

食品」は天候要因で値動きが激しいこと、「エネルギー(ガソリン、電気代等)」は海外要

因で変動する原油価格の影響を受けることから、「生鮮食品を除く総合」指数や「生鮮食

品及びエネルギーを除く総合」指数が用いられることがある。 

◆ 令和6年度平均消費者物価指数 

総務省が 4 月 18 日公表した 6 年度平均の消費者物価指数（2020 年＝100、生鮮

食品を除く）は、前年度比 2.7％上昇の 108.7。伸び率は 4年連続のプラスであっ

たが、5年度の 2.8％からやや縮小した。 

◆ 令和7年4月月例経済報告  

内閣府は 4 月 18 日、4 月の月例経済報告を公表。基調判断は「景気は、緩やか

に回復しているが、米国の通商政策等による不透明感がみられる」とし、「緩や

かに回復している」の表現は維持しつつ、アメリカの通商政策の影響を追加し、8

ヵ月ぶりに表現を変更した。先行きについても、「雇用・所得環境の改善や各種

政策の効果が緩やかな回復を支えることが期待されるが、米国の通商政策の影響

による景気の下振れリスクが高まっている。加えて、物価上昇の継続が消費者マ
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インドの下振れ等を通じて個人消費に及ぼす影響なども、我が国の景気を下押し

するリスクとなっている。また、金融資本市場の変動等の影響に一層注意する必

要がある」とし、アメリカのトランプ政権による関税措置への懸念がより一層深

まっていることが反映している。 

◆ 気象庁の3ヶ月予報  

気象庁は 4 月 22 日、5 月以降の 3 ヶ月の気象予報を発表。平均気温は全国的に

平年より高くなり、特に 6 月の気温は高くなる可能性が強いが、昨年や一昨年の

夏程の暑さにはならない見込み。また、降水量は全国的に平年並みの見込み。 

◆ 全国知事会が相互関税等に関する緊急要請 

全国知事会は 4月 22 日、国に対し米国トランプ政権の関税措置に関して対応を

求める緊急要請を行った。この中で、農林水産関係に関しては、「輸出に力を入

れている産地の成長を妨げることがないよう、輸出先の多角化など必要な対策を

講じるとともに、食料安全保障の観点も踏まえ、農林水産業等に及ぼす影響を十

分に勘案した上、これまでの輸入のルールを堅持し、農林水産物に対する万全な

国境措置の確保等、国内生産への悪影響を防ぐ対策を講じること」を要請。達増

農林商工農林委員長が江藤農林水産大臣等に対し要請書を手渡した。 

◆ 令和5年度温室効果ガス排出量 

環境省は 4 月 25 日、5 年度の国内の温室効果ガス排出量（CO2 換算）を公表。

排出量は 10 億 1,700 万ｔで前年度比 4.2％減少し、温室効果ガス削減の基準年と

なる 2013 年度比で 27.1％減少。遡り可能な 1990 年度以来の最低値を 2 年連続で

更新。再生可能エネルギーや原子力で発電した電気の割合が増加したことが寄与

した。なお、部門別では、産業部門は 4.0％減少、運輸部門は 0.7％減少、業務そ

の他の部門は 6.2％減少、家庭部門は 6.8％減少した。 

◆ 令和7年 3月米の消費動向調査結果 

米穀安定供給確保支援機構は4月25日、全国の消費世帯モニターを対象にインタ

ーネットにより毎月行っている標記調査の3月分の結果を公表（有効調査世帯数

1,384世帯）。世帯の平均1人1ヵ月当たり精米消費量は、前年同月比1.1％減の4,348

ｇ。このうち家庭内消費量が同0.9％増の2,939ｇに対し、中・外食消費量は同5.1％

減の1,408ｇで4ヶ月連続の減少。なお、1人１ヵ月当たり精米消費量は11月（5,051

ｇ）以降4ヶ月連続で減少している。 

◆ 令和7年3月農業物価指数 

農林水産省は 4 月 30 日、3 月の農業物価指数（2020 年＝100）を公表。農業生

産資材価格指数は 123.6 で飼料が低下したものの、農機具、畜産用動物等が上昇

したことにより、前年同月比は 2.1％上昇し、9ヶ月連続の上昇。なお、前月比は

0.5％上昇。農産物価格指数は 133.0 で米、野菜等が上昇したことにより、前年同

月比は 17.2％上昇。なお、前月比は 2.2％低下。 

令 和 ７ 年 ５ 月 １ ４ 日 

一般社団法人岐阜県農業会議  
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◆ （一社）岐阜県農業会議４月常設審議委員会の開催 

－農地転用諮問８０件、約７０千㎡について意見答申－ 

農業会議は４月１５日、福祉・農業会館において常設審議委員会を開催した。この

委員会では、指定市町村、権限移譲市町村及び指定市町村、権限移譲市町村以外の大

規模転用案件の市町村農業委員会から諮問された「農地法第４条第４項及び第５項、

第５条第３項の規定」による意見答申を行った。 

４月の許可権者別の諮問件数並びに面積は、以下のとおり。 

◆指定市町及び権限移譲市町の諮問案件（件、面積） 

区分 ４  条 ５  条 合   計 

岐阜市農業委員会 3件 1,234㎡ 6件 9,058㎡ 9件 10,292㎡ 

北方町農業委員会  0件  0㎡  0件  0㎡  0件  0㎡ 

大垣市農業委員会  0件  0㎡ 2件 1,101㎡ 2件 1,101㎡ 

揖斐川町農業委員会  0件  0㎡ 5件 5,274㎡ 5件 5,274㎡ 

大野町農業委員会  0件  0㎡ 2件 5,012㎡ 2件 5,012㎡ 

池田町農業委員会 1件 154㎡ 7件 3,020.65㎡ 8件 3,174.65㎡ 

可児市農業委員会 2件 824㎡ 4件 3,574㎡ 6件 4,398㎡ 

羽島市農業委員会 1件 14㎡ 5件 1,609㎡ 6件 1,623㎡ 

各務原市農業委員会  0件  0㎡ 5件 6,973㎡ 5件 6,973㎡ 

郡上市農業委員会 1件 181.81㎡ 14件 7,772.38㎡ 15件 7,954.19㎡ 

富加町農業委員会  0件  0㎡ 1件 221㎡ 1件 221㎡ 

川辺町農業委員会 1件 181㎡ 4件 1,394㎡ 5件 1,575㎡ 

八百津町農業委員会 3件 789㎡ 2件 1,281㎡ 5件 2,070㎡ 

白川町農業委員会  0件  0㎡ 1件 730㎡ 1件 730㎡ 

高山市農業委員会  0件  0㎡ 5件 1,633.13㎡ 5件 1,633.13㎡ 

飛騨市農業委員会  0件  0㎡ 1件 402㎡ 1件 402㎡ 

計 12件 3,377.81㎡ 64件 49,055.16㎡ 76件 52,432.97㎡ 

◆指定市町及び権限移譲市町以外の大規模転用案件（件、面積） 

区分 ４  条 ５  条 合   計 

関市農業委員会 0件 0㎡ 1件 4,711件 1件 4,711件 

中津川市農業委員会 1件 4,368㎡ 1件 3,601件 2件 7,969件 

恵那市農業委員会 0件 0㎡ 1件 5,082.6件 1件 5,082.6件 

計 1件 4,368㎡ 3件 13,394.6件 4件 17,762.6件 

審議の結果、許可相当として農業委員会長等に答申した。 

内容の詳細を含め、お問い合わせ等がある場合は、下記事務局へご連絡ください。 
岐阜市薮田南 5-14-12、岐阜県ｼﾝｸﾀﾝｸ庁舎、℡058-268-2527 （担当；山田、丹羽） 

 

令和 ７年 ５月 １４日 
(一社)岐阜県農業会議 
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なお、４月諮問分のうち 3,000 ㎡超の大規模転用案件の恒久転用は７件（30,031.6

㎡）。 

【岩井会長挨拶】 

令和７年度、最初の常設審議委員会に委員の皆様には、ご多忙の中、ご出席頂きあ

りがとうございます。本年度も、委員の皆様のご協力を得ながら円滑に運営していく

所存ですのでよろしくお願いします。 

新年度の県農政部の体制につきましては、西濃県事務所長へ転任されました足立農

政部長の後任に、子ども・女性局長から堀 智考様がご就任され、本日ご出席を頂い

ており、後ほど、ご挨拶を頂きます。また、大野農政部次長の後任には、古田和代様

が、岩本農村振興課長の後任には、近澤義隆様がご就任されました。古田次長様、近

澤課長様には、毎月の本委員会にご出席頂きますのでよろしくお願いします。 

一方、農業会議におきましては、ぎふアグリチャレンジ支援センターへ出向してい

ました田中課長が、本会議の総務課長 兼 農地・経営課長として復帰し、本委員会業

務を担当しますので、よろしくお願いします。 

さて、国におきましては、先月３１日に過去最大となる１１５兆１，９７８億円の

令和７年度予算が成立しました。このうち、農林水産関係の予算は、前年度比２０億

円増の２兆２，７０６億円で、２年連続で増加しました。食料・農業・農村基本法の

改正を踏まえ、農業の構造転換の実現に向けた施策を初動５年間で集中的に実行する

ものであります。 

また、４月１１日には、新たな「食料・農業・農村基本計画」が閣議決定されまし

た。計画の実効性を高めるため、計画期間を５年に短縮し、食料自給率以外の目標を

新たに加え、進捗管理を行う指標を設けて、毎年、達成状況の検証を行うものであり、

具体的な施策が速やかに展開されることを期待するところです。 

なお、基本計画において、農業の構造転換に向けては、地域計画を核に、担い手へ

の農地の集積・集約化の推進を基本とし、担い手の育成・確保や産地の形成、持続的

な農業生産が行われるよう、地域計画の継続的なブラッシュアップや実現に向けた取

り組みを進めるとしています。一方で、本年度以降、地域計画の分析・検証を行い、

必要に応じて、制度や事業等の見直しを行うとされています。「農地利用の最適化」

を推進する農業委員会組織の活動や成果が問われることとなりますので、皆様方の引

き続きのご支援・ご協力をお願いします。 

なお、本日の情報提供では、県農政課 東技術総括監様から「令和７年度県農政部

の基本方針と各課の重点事項について」、説明を頂くこととしております。  

それでは、本日は指定市町及び権限移譲市町の転用案件並びに、大規模転用案件が

あります関係農業委員会から諮問の農地法の審議を行います。 

【情報提供】 

(1)令和 7度県農政部の基本方針と各課の重点事項について  

（県農政課 東技術総括監） 
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◆ 県就農支援センター令和７年度研修生入所式に出席 

県主催で４月１６日（水）に、同センターで開催された標記入所式に研修生２名他

全体で２１名が参加し、本会議から山田事務局長が出席した。 
冒頭、県農政部 河尻次長から「研修では、技術、経営はもちろん、農業者との交

流等を通じて農業経営の心構えも学んでほしい。県として、研修中、就農後も全力で

皆さんを支えていく」との主催者挨拶があった。 

次に、河尻次長から、２名の研修者へ記念品の帽子が贈呈された。 

続いて、７年度研修生が、「支えて頂いた方にも恩返しができる一億農家」、「次

の世代に届く農業」との研修、就農に向けた決意、抱負を述べた。 

最後に、来賓を代表して、森県議会議員から「県のトマト生産を支える農業者に

なってほしい。就農してからも県、関係機関が連携し支えていくので、先ずは１４ヶ

月の研修をしっかりと行ってほしい」との挨拶があった。 
 

 

◆ 都道府県農業会議農政主任者会議に出席 

全国農業会議所主催で４月１６日（水）、東京都・主婦会館プラザエフ及びＷｅｂ

形式併用で開催された標記会議に６８名が参加し、本会議から田中課長が出席した。 

はじめに、稲垣専務理事から「改正基本法と新たな基本計画を踏まえた農業委員会

系統組織の農政活動について」と題して、農業会議が経営政策を行う理由、その歴史、

基本計画における位置づけ、経営政策の展望など農政活動に対する対応について報告

があった。 

その後、(１)令和７年度全国農業委員会会長大会について (２)令和７年度農政対

策の重点について、説明があり、協議した。最後に、情報提供事業の推進等について

の説明があった。 

 

 

◆ 全国農業新聞・全国農業図書 情報事業推進会議（中日本地区）
に出席 

全国農業会議所主催で４月１７日（木）、Ｗｅｂ形成で開催された標記会議に約  

４０名が参加し、本会議から山田事務局長、田中課長、丹羽課員が出席した。 

冒頭、全国農業会議所 砂田情報事業本部長から「新聞事業の見直しを行うが、減

少を食い止め維持・拡大を図りたい。新聞事業、図書事業とも本日の会議を起点に円

滑に進むよう協力願いたい」との主催者挨拶があった。 

 項目として、(１)全国農業新聞関係について (２)全国農業図書関係について、現

状等の説明があり、協議した。 
 

 

◆ 農業委員会新任職員研修会の開催 

農業会議主催で４月１８日（木）、ＯＫＢふれあい会館で開催した標記研修会に農

業委員会新任職員、県関係者（農村振興課、農林事務所）、岐阜県農畜産公社など８

０名が参加し、本会議から山田事務局長、田中課長、松浦課長補佐、伊藤係長、川合



- 9 - 

主任が出席した。 

冒頭、山田事務局長から「農地を守り有効活用するとの強い意識を持つ、農業委員

会等の目標を認識しての活動、最新情報を収集し委員等へ提供の３点を心掛け業務を

推進して頂きたい」との主催者挨拶を述

べた。 

項目として、(１)農業委員会の業務に

ついて（説明者：田中） (２)農地の転

用事務について（同：県農村振興課 後

藤主任・松影技術主査） (３)行政手続

制度等について（同：県法務・情報課 城

内主任） (４)農地の権利移動事務につ

いて（同：伊藤） (５)農地の適正化の

推進事務について（同：松浦） (６)農

業者年金・新聞購読について（同：川合）

等、説明をした。 
 

 

◆ 雇用就農資金等担当者会議に出席 

全国農業会議所主催で４月２１日（月）、東京都・主婦会館プラザエフ及びＷｅｂ

形式併用で開催された標記会議に１１２名が参加し、本会議から松浦課長補佐、岩川

課員、丹羽課員が出席した。 

冒頭、全国農業会議所 植田事務局長から「食料安保においても人と農地が重要。

人は雇用就農資金などで対策し１６年目、適正執行されるよう現場指導をお願いした

い」との主催者挨拶があった。 

項目として、(１)令和 7年度予算概要及び地域計画等について (２)事業の概要及

び令和 7年度の主な変更点について (３)令和６年度補正「雇用就農緊急支援資金」

について (４)指導者養成研修、事業説明会、研修プログラムについて (５)現地確

認調査について (６)現地確認調査について  (７)変更・中断・定着状況調査につ

いて等、説明があり、協議した。 

なお、４月７日に締め切った令和７年度第１回の募集結果は、全国で３２３経営体

３７４名となり、前年度同回より増加となった。 
 

 

◆ 県農業再生協議会通常総会に出席 

県農業再生協議会主催で４月２３日（水）、ＪＡ会館で開催された標記総会に全体

で２２名参加し、本会議から岩井会長が出席、山田事務局長が陪席した。 

冒頭、県農業再生協議会 櫻井会長（県農業協同組合中央会会長）から「米の品質

低下、インバウンド需要の増加等による米不足に対応し、備蓄米放出が行われている

が、協議会では昨年１０月に前年度比５％増の生産目標を示した。全国レベルでは毎

年１０万トンの需要が減少しており、今後も需要に応じた主食用米の生産と収益力の

ある作物への転換は必要。農家の皆さんが安心して営農できるよう、水田フル活用に

向けたビジョンづくりなどの取り組みに対し、関係機関の皆様のご協力を頂きたい」

山田事務局長の挨拶 
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との主催者挨拶があった。 

項目として、第１号議案「令和６年度事業報告及び令和６年度収支決算について」、

第２号議案「令和７年度事業計画及び令和７年度収支予算について」、第３号議案「令

和７年度役員について」協議し、第１号、第２号議案は原案のとおり承認され、第３

号議案の役員については、事務局案が承認された。 

その後、東海農政局岐阜県拠点 加納地方参事官から「農家の皆さんの経営安定に

向け、関係機関と連携を密にして水田政策を推進していきたい」との来賓祝辞があり、

岩井副会長（岐阜県農業会議）の閉会の言葉で終了した。 

なお、令和８年度の生産目標の設定について、より正確な需給の見通しに基づいて

生産指標を提示するため、例年より設定時期を遅らせ、１１月下旬までに提示すると

の報告があった。 
 

 

◆ 農業者年金業務担当者会議に出席  

農業者年金基金主催で４月２３日（水）、東京都・ＴＫＰ市ヶ谷カンファレンスセ

ンターで開催された標記会議に全体で１４１名参加し、本会議から川合主任が出席し

た。 

冒頭、農業者年金基金 黒田理事長から「新規加入者数は７年ぶりに前年度対比が

増加した。引き続き加入推進にご尽力いただきたい」との主催者挨拶があった。 

項目として、(１)企画調整室関係、(２)適用・収納課関係、(３)給付課関係、(４)

情報管理課関係、(５)考査関係、(６)資金部関係、(７)総務課関係について、説明が

あった。 
 

 

◆ 「清流のめぐみ」産地づくり研究会の知事面談に出席 

「清流のめぐみ」産地づくり研究会は４月２４日（木）、県庁で江崎知事との面談

を行い、同研究会の安藤座長、山田技術

部長、杉江販売部長の他、(株)ギフライ

ス 恩田代表取締役、ＪＡ全農岐阜 西村

本部長が出席し、本会議から山田事務局

長が出席した。また、県の堀農政部長、

田村農産園芸課長が同席された。 

冒頭、安藤座長から知事へ「清流のめ

ぐみ」を贈呈した後、「清流のめぐみ」

の特徴や研究会での取組状況を説明。ま

た、両部長からは栽培面や販売面での取

組を説明した。その後、現在の米不足の

状況や今後の取組等についての意見交

換が行われた。 
 

 

 

江崎知事(右から3番目)へ「清流のめぐみ」贈呈 
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◆ 農業者年金担当者・相談員並びに経営・人材対策部（担い手関
係）担当者会議に出席 

全国農業会議所主催で４月２４日（木）、東京都・主婦会館プラザ及びＷｅｂ形式

併用で開催された標記会議に全体で７２名参加し、本会議から田中課長と川合主任が

出席した。 

冒頭、全国農業会議所 稲垣専務理事から「地域計画においては農業者や経営者組

織が元気になるような担い手対策の 1つの柱として、市町村等の支援や情報共有を心

がけていきたい」との主催者挨拶があった。 

項目として、(１)令和７年度経営対策の重点、(２)都道府県農業会議の経営・農地

対策、(３)農業者年金の加入推進、(４)経営者組織の活動、(５)全国農業担い手サミ

ットならびに全国優良経営体表彰、(６)農山漁村女性活躍表彰、(７)育成就労への制

度移行と外国人材関係事業の取組、(８)日本農業技術検定、(９)政策提案、(１０)

情報事業について、説明があった。 

 
 

◆ 農業委員会組織活動適正化会議(農地・組織、システム担当)に
出席  

全国農業会議所主催で４月２５日（金）、東京都・ＡＰ市ヶ谷及びＷｅｂ形式併用

で開催された標記会議に全体で１２９名参加し、本会議から田中課長、松浦課長補佐、

伊藤係長が出席した。 

冒頭、全国農業会議所 植田事務局長から「令和７年３月末までに全国で約１万９

千の地域計画が策定され、農業委員会は目標地図作成等で大きな役割を果たし、農業

会議としても全国で伴走支援を実施し役割を果たしたと考えている。今年度は計画の

ブラッシュアップ、第２フェーズに突入する。農業委員会としてどう関わっていくか

を考えるとともに、予算確保へ向けて最適化交付金の活用と執行、サポートシステム

の最新化徹底をお願いしたい」との主催者挨拶があった。 

項目として、(１)令和７年度の農業委員会関係予算について (２)会長大会・政策

提案、全国運動推進要領、農地パトロール実施要領について (３)令和７年度の農

地・組織対策（所有者不明農地対策事業等）について (４)令和 7年度農業委員会サ

ポートシステムについて等、説明があり、協議した。 
 

 

◆ 令和７年度「雇用就農資金事業」募集スケジュール 

募集回 募集期間 支援期間 正社員採用期間日 

第１回 令和7年3月4日～4月7日 
令和7年6月1日～ 

令和11年5月31日 

令和6年6月1日～ 
令和7年2月1日 

第２回 令和7年～8月（予定） 
令和7年10月1日～ 

令和11年9月30日 

令和6年10月1日～ 

令和7年6月1日 

第３回 令和7年10月～11月（予定） 
令和8年2月1日～ 

令和12年1月31日 

令和7年2月1日～ 

令和7年10月1日 
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◆ 令和７年度「雇用就農資金事業」採択・応募状況 

募集回 
採 択 数 応 募 数 

経営体 研修生 経営体 研修生 

第１回 審査中 審査中 ７ ７ 

 

 

◆ 令和６年度～７年度農業者年金加入状況 

農業者年金制度は、「農業者の老後生活の安定及び福祉の向上と農業者の確保に資

すること」を目的とする公的年金で、農業者に広く門戸が開かれています。 

加入には、①年間６０日以上農業従事 ②国民年金１号被保険者 ③６０歳未満の３

つの要件を満たす方であれば、どなたでも加入することができます。また、少子高齢

化に強い確定拠出型の積立方式であり、終身年金、８０歳前で亡くなった場合の死亡

一時金、公的年金ならではの掛け金全額が社会保険料控除の対象になるなど、メリッ

トが多い制度です。 

７年度は、年間５１人の加入を目標に、引き続き加入推進の聴き取りや戸別訪問強

化への呼びかけを行っていきます。更に、重点市町村・ＪＡとは加入推進活動の打ち

合わせや進捗状況の確認等、ＪＡ、農業委員会、ＪＡ岐阜中央会、本会議の連携を強

化して取り組んでいきます。 

今後も加入推進部長さんをはじめ、農業委員、推進委員、事務局職員等関係者の皆

様の加入推進活動をよろしくお願いします。 

なお、令和６年度、７年度の新規加入人数は下記のとおりです。 

月 
加入人数 （市町村名） 

令和６年度 令和７年度 

４月 ３名（岐阜市２名、羽島市１名） ２名（池田町１名、高山市１名） 

５月 ２名（大垣市１名、神戸町１名）  

６月 ２名（各務原市１名、高山市１名）  

７月 ２名（大垣市１名、下呂市１名）  

８月 ２名（輪之内町１名、高山市１名）  

９月 １名（中津川市１名）  

10月 ０名  

11月 ８名（下呂市４名、高山市４名）  

12月 １名（下呂市１名）  

１月 ３名（東白川村２名、高山市１名）  

２月 ０名  

３月 
７名（岐阜市２名、垂井町１名、 
恵那市１名、高山市３名） 
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累計 ３１名  ２名 

◎加入取り組み状況 

  ４月７日、ＪＡ岐阜中央会と「令和７年度農業者年金新規加入者数目標・加入推
進活動計画」において、新規加入者数目標や加入推進活動等を定めた。 

 

 

◆ 今後の主な会議・研修会等の予定 

月／日 会 議 ・ 研 修 会 名 等 

5／19 農業委員会事務局長・担当者会議（都ホテル岐阜長良川） 

5／23 

6／10 

農業者年金新任研修会・担当者会議（岐阜会場：水産会館） 

     〃          （高山会場：ひだ地域農業管理センター） 

5／28 令和7年度全国農業委員会会長大会（東京・LINE CUBE SHIBUYA(渋谷公会堂)） 

6／5 「雇用就農資金」令和７年度第１回採択者向け事業説明・研修会（ＷＥＢ） 

6／12 農地調整会議（シンクタンク庁舎） 

6／12･13 農業委員会サポートシステム操作研修会（Web） 

6／17 第10回通常総会・研修会・常設審議委員会（大垣フォーラムホテル） 

※会議・研修会等の詳細・問い合わせ等は、農業会議事務局へご連絡ください。 

 

 

 新刊・おすすめ全国農業図書              ※価格は 10%税込み価格です。 

・2025 年版 農業者年金制度と加入推進         （R07-03 A4 判 770 円） 

・農業委員会研修ﾃｷｽﾄｼﾘｰｽﾞ 3 農地関連法制度 第 5 版   （R07-06 A4 判 440 円） 

・農業委員会研修ﾃｷｽﾄｼﾘｰｽﾞ 2 農地法 第 7 版       （R07-05 A4 判 550 円） 

・農業委員会研修ﾃｷｽﾄｼﾘｰｽﾞ 1 農業委員会制度 第 7 版   （R07-04 A4 判 440 円） 

・2025 年版 日本農業技術検定過去問題集 2 級      （R07-02 A5 判 1,375 円） 

・2025 年版 日本農業技術検定過去問題集 3 級      （R07-01 A5 判 1,430 円） 

・日本農業技術検定 2 級ﾃｷｽﾄⅡ（花き･果樹･畜産･食品） （R07-11 B5 判 2,860 円） 

・農業の雇用シリーズ 3 初めての労働保険･社会保険第 6 版（R06-36 A4 判 550 円） 

・新 農地全書 第 9 版                （R06-33 A5 判 2,860 円） 

・信頼される農業委員会であるために(ﾘｰﾌ)        （R06-34 A4 判 121 円） 

・農業委員のための和解の仲介の手引き        （R06-28 A5 判 4,400 円） 

・令和 7 年度 経営所得安定対策と米政策(ﾘｰﾌ)      （R06-35 A4 判 121 円） 

・農業委員会スタッフジャケット         （R06SJ ｻｲｽﾞ S~XXL 4,950 円） 

・あなたも地域農業のために活動してみませんか！(ﾘｰﾌ)  （R06-32 A4 判 33 円） 

・農業委員会はこんな活動をしています！(ﾘｰﾌ)       （R06-31 A4 判 55 円） 

 

 


